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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第29期
第３四半期
累計期間

第30期
第３四半期
累計期間

第29期
第３四半期
会計期間

第30期
第３四半期
会計期間

第29期

会計期間

自平成20年
７月１日
至平成21年
３月31日

自平成21年
７月１日
至平成22年
３月31日

自平成21年
１月１日
至平成21年
３月31日

自平成22年
１月１日
至平成22年
３月31日

自平成20年
７月１日
至平成21年
６月30日

売上高（千円） 2,200,6852,205,224782,855 791,3252,867,643

経常利益（千円） 198,251 205,638 109,426 119,398 195,943

四半期（当期）純利益（千円） 112,464 83,579 61,012 69,713 113,611

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － － － －

資本金（千円） － － 501,375 501,375 501,375

発行済株式総数（株） － － 5,575,3205,575,3205,575,320

純資産額（千円） － － 1,953,3991,982,9171,954,545

総資産額（千円） － － 2,591,2842,631,9932,532,960

１株当たり純資産額（円） － － 353.83 359.18 354.04

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
20.26 15.14 11.05 12.63 20.50

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

１株当たり配当額（円） － － － － 10.00

自己資本比率（％） － － 75.4 75.3 77.2

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
240,813 167,722 － － 249,629

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△88,733△120,664 － － △115,023

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△70,185 △55,207 － － △70,185

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 746,824 721,200 729,350

従業員数（人） － － 207 210 216

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

 

３【関係会社の状況】

　該当事項はありません。

  

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成22年３月31日現在

従業員数（人） 210 (22)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第３四半期会計期間の平均人員を（　）外数で記載して

　　　　おります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1)生産実績

当第３四半期会計期間の生産実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別

当第３四半期会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

（千円）

　
前年同四半期比（％）　

　
　

タウンニュース事業部門 279,156 △3.6

その他事業部門 16,681 13.5

合計 295,838 △2.8

　（注）１．金額は売上原価によっております。

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

(2)受注状況

当第３四半期会計期間の受注実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別

当第３四半期会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

（千円）

　
前年同四半期比（％）　

　
　

その他事業部門 　　　　18,297 △6.0

合計 18,297 △6.0

　（注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２．タウンニュース事業部門は受注生産を行っていないため、記載を省略しております。

(3)販売実績

当第３四半期会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別

当第３四半期会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

（千円）

　
前年同四半期比（％）　

　
　

タウンニュース事業部門 770,568 0.5

その他事業部門 20,757 26.9

合計 791,325 1.1

　（注）　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　

２【事業等のリスク】

　　当第３四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。　　　

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

　

　

　

　

EDINET提出書類

株式会社タウンニュース社(E05576)

四半期報告書

 4/25



３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

（１）経営成績の分析　　

      　当第３四半期会計期間におけるわが国経済は、一昨年秋に発生した世界的な金融危機による景気の悪化が続く

　　　なか、中国を始めとしたアジア新興国の経済成長により輸出や生産分野で改善傾向が見られました。また、政府

　　　の経済対策に牽引され、一部で回復傾向が見られました。　　

　　　しかし、個人消費の低迷とともにデフレ傾向が一段と進み、企業収益や雇用情勢は低水準で推移しており、依

　　然として厳しい状況が続いています。　　　

　　　当社が属するフリーペーパー業界におきましても、景気悪化の影響を受け、広告出稿数の減少や同業者間の価

　　格競争の激化が続いており、厳しい経営環境が続いています。　　　

　　　このような環境のなか、当社主力事業であるタウンニュース事業部門につきましては、新規創刊は行わず、既

    存発行版の深耕に注力するとともに官公庁・団体等への営業を積極的に推進しました。　　

　　　これらの施策により、タウンニュース事業部門の当第３四半期会計期間の売上高は、小売業、建設・不動産業

    などからの売上が減少したものの、他業種や官公庁・団体等からの受注が拡大したことなどにより、前年同四半

    期を上回りました。　　

　　　その他事業部門の出版・印刷部の当第３四半期会計期間の売上高は、景気低迷の影響は受けたものの、自費出

　　版や行政・団体関連からの受注により、前年同四半期を上回りました。　　

　　　利益につきましては、売上高の増加により、営業利益、経常利益、四半期純利益ともに、前年同四半期を上回

　　りました。　　　

　　　　以上の結果、当第３四半期会計期間における売上高は791百万円(前年同期比1.1％増)、営業利益は118百万円

　　　(前年同期比9.9％増)、経常利益は119百万円(前年同期比9.1％増)、四半期純利益は69百万円(前年同期比14.3％

　　　増)となりました。

　 
（２）財政状態の分析

　（資産）

　　　当第３四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末に比べ99百万円増加し、2,631百万円となりました。

　　これは主に減損損失計上による影響等で有形固定資産合計が41百万円減少したものの、現金及び預金55百万円、

　　その他の流動資産が22百万円、無形固定資産が10百万円、投資その他の資産合計が46百万円増加したためであ

　　ります。

　（負債）

　　　当第３四半期会計期間末の負債合計は前事業年度末に比べ70百万円増加し、649百万円となりました。

　　これは主に支払手形及び買掛金が11百万円、未払法人税等が3百万円、賞与引当金が41百万円、退職給付引当金

　　が11百万円増加したためであります。

　（純資産）

　　　当第３四半期会計期間末の純資産は、前事業年度末と比べ28百万円増加して1,982百万円となりました。

　　これは利益剰余金の増加であります。
　　　　 

　（３）キャッシュ・フローの状況

　　　　　当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前年同四半期末に比べ25

　　　　百万円減少し721百万円となりました。

　　　　　当第３四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

　　　　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　　　　　営業活動の結果得られた資金は、71百万円（前年同四半期比28.5％増）となりました。これは主に法人税等 

　　　　の支払い（50百万円）、売上債権の増加（28百万円）、たな卸資産の増加（7百万円）、退職給付引当金の減少

　　　 （5百万円）等の減少要因を、税引前四半期純利益（119百万円）、賞与引当金の増加（41百万円）、仕入債務の

　　　　増加（28百万円）等の増加要因が上回ったことによるものであります。

　　　　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　　　　投資活動の結果使用した資金は、37百万円（前年同四半期比30.4％増）となりました。これは主に定期預金

　　　　の預入による支出（30百万円）、無形固定資産の取得による支出（３百万円）等があったことによるものであ

　　　　ります。

 　　　　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　　　　財務活動の結果得られた、または使用した資金は、ありませんでした。

 

EDINET提出書類

株式会社タウンニュース社(E05576)

四半期報告書

 5/25



  （４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　　　　当第３四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

　（５）研究開発活動

　　　　　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1)主要な設備の状況

　当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2)設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期会計期間において、前四半期会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、改修等について

完了したものは次のとおりであります。 また、新たに確定した重要な設備の新設、除却、売却等の計画はありませ

ん。

　

 事業所名

 

 所在地

 

 事業の部門

  別の名称

 

 設備の

内容

 

　投資予定額　

 （単位：千円）

 資金調達

　 方法

 

 着手および完了

 予定年月

 総額  既支払額  着手  完了

 横浜本社
神奈川県

横浜市青葉区　

タウンニュース

事業部門、

製作事業部門

 携帯電話用

システム
 7,000 5,342自己資金 

 平成21年

　　7月

 平成22年

　　3月

　    （注）上記金額には、消費税等は含んでおりません。

EDINET提出書類

株式会社タウンニュース社(E05576)

四半期報告書

 7/25



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

　①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 12,034,000

計 12,034,000

　②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在発行数

（株）
（平成22年３月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成22年5月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 5,575,320 5,575,320
 大阪証券取引所

 （JASDAQ市場）　

単元株式数は100

株であります

計 5,575,320 5,575,320 － －

　（注）　第３四半期会計期間末現在の上場金融商品取引所は、ジャスダック証券取引所であります。

　　　　なお、ジャスダック証券取引所は、平成22年４月１日付で大阪証券取引所と合併しておりますので、同日以降

　　　　の上場金融商品取引所は、大阪証券取引所であります。　

 

（２）【新株予約権等の状況】

 　 該当事項はありません。

 

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年１月１日～

平成22年３月31日　
－ 5,575,320 － 501,375 － 481,670

 

（５）【大株主の状況】

 　　　 大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

　　　ん。
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（６）【議決権の状況】

　 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

 記載することができないことから、直前の基準日（平成21年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

 ります。

  

 ①【発行済株式】

 平成22年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

 普通株式　　 54,600 
－ 単元株式数100株

完全議決権株式（その他）  普通株式　5,520,200 55,202 同上

単元未満株式  普通株式　　   520 －
１単元（100株）未満の

株式

発行済株式総数 5,575,320 － －

総株主の議決権 － 55,202 －

　

　②【自己株式等】

 平成22年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

 株式会社

タウンニュース社

神奈川県秦野市

曽屋668番地
54,600 － 54,600 0.97

計 － 54,600 － 54,600 0.97

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
７月

８月 ９月 10月 11月 12月
平成22年
１月

２月 ３月

最高（円） 263 365 261 290 282 268 268 259 252

最低（円） 238 241 242 245 212 220 240 238 228

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。

　

 

EDINET提出書類

株式会社タウンニュース社(E05576)

四半期報告書

 9/25



第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期会計期間（平成21年１月１日から平成21年３月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成20

年７月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期会計期間（平成

22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成21年７月１日から平成22年３月31日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間（平成21年１月１日から平成21

年３月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成20年７月１日から平成21年３月31日まで）に係る四半期財務諸

表については監査法人トーマツによる四半期レビューを受け、また、当第３四半期会計期間（平成22年１月１日から

平成22年３月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成21年７月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半期

財務諸表については有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

  なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人トーマツと

なっております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成22年３月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,062,979 1,007,601

受取手形及び売掛金 228,816 229,263

仕掛品 11,588 5,083

原材料及び貯蔵品 394 371

その他 76,630 53,802

貸倒引当金 △5,488 △4,356

流動資産合計 1,374,920 1,291,766

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 241,106 242,581

土地 449,341 480,792

その他（純額） 50,625 58,998

有形固定資産合計 ※
 741,074

※
 782,372

無形固定資産 58,193 47,446

投資その他の資産

その他 469,184 421,648

貸倒引当金 △11,379 △10,273

投資その他の資産合計 457,804 411,374

固定資産合計 1,257,072 1,241,193

資産合計 2,631,993 2,532,960

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 69,499 58,275

未払法人税等 63,211 59,904

賞与引当金 64,607 23,430

その他 162,209 158,785

流動負債合計 359,529 300,395

固定負債

長期未払金 144,966 144,966

退職給付引当金 144,580 133,052

固定負債合計 289,546 278,018

負債合計 649,075 578,414
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（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成22年３月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 501,375 501,375

資本剰余金 481,670 481,670

利益剰余金 1,014,303 985,931

自己株式 △14,432 △14,432

株主資本合計 1,982,917 1,954,545

純資産合計 1,982,917 1,954,545

負債純資産合計 2,631,993 2,532,960
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（２）【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成21年３月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高 2,200,685 2,205,224

売上原価 856,465 860,739

売上総利益 1,344,219 1,344,485

販売費及び一般管理費 ※1
 1,151,095

※1
 1,144,637

営業利益 193,124 199,847

営業外収益

受取利息 3,597 3,313

その他 2,166 2,478

営業外収益合計 5,764 5,791

営業外費用

保険解約損 606 －

その他 30 －

営業外費用合計 637 －

経常利益 198,251 205,638

特別損失

固定資産除却損 252 4,989

投資有価証券評価損 533 －

減損損失 － ※2
 31,450

特別損失合計 786 36,439

税引前四半期純利益 197,465 169,198

法人税、住民税及び事業税 122,829 106,863

法人税等調整額 △37,828 △21,243

法人税等合計 85,001 85,619

四半期純利益 112,464 83,579
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【第３四半期会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期会計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

当第３四半期会計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高 782,855 791,325

売上原価 304,239 295,838

売上総利益 478,616 495,487

販売費及び一般管理費 ※
 370,637

※
 376,870

営業利益 107,978 118,616

営業外収益

受取利息 1,064 470

その他 382 311

営業外収益合計 1,447 782

経常利益 109,426 119,398

特別損失

固定資産除却損 252 247

投資有価証券評価損 533 －

特別損失合計 786 247

税引前四半期純利益 108,640 119,151

法人税、住民税及び事業税 67,146 66,707

法人税等調整額 △19,518 △17,269

法人税等合計 47,628 49,438

四半期純利益 61,012 69,713
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成21年３月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 197,465 169,198

減価償却費 35,964 30,932

減損損失 － 31,450

貸倒引当金の増減額（△は減少） 8,152 2,238

賞与引当金の増減額（△は減少） 42,643 41,177

退職給付引当金の増減額（△は減少） 40,300 11,527

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △149,589 －

長期未払金の増減額（△は減少） 145,766 －

受取利息及び受取配当金 △3,597 △3,313

固定資産除却損 252 4,989

売上債権の増減額（△は増加） △25,291 447

たな卸資産の増減額（△は増加） △7,948 △6,527

仕入債務の増減額（△は減少） 7,030 11,224

その他 1,466 △26,966

小計 292,616 266,379

利息及び配当金の受取額 3,155 3,286

法人税等の支払額 △54,958 △101,943

営業活動によるキャッシュ・フロー 240,813 167,722

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △76,880 △90,536

有形固定資産の取得による支出 △6,032 △14,933

有形固定資産の売却による収入 － 201

無形固定資産の取得による支出 △841 △5,634

貸付けによる支出 － △1,502

貸付金の回収による収入 630 259

その他 △5,608 △8,519

投資活動によるキャッシュ・フロー △88,733 △120,664

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △14,432 －

配当金の支払額 △55,753 △55,207

財務活動によるキャッシュ・フロー △70,185 △55,207

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 81,893 △8,149

現金及び現金同等物の期首残高 664,930 729,350

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 746,824

※
 721,200
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　  　当第３四半期会計期間（自平成22年１月１日　至平成22年３月31日）

　　　該当事項はありません。　

　

 

【表示方法の変更】

　

当第３四半期会計期間

（自　平成22年１月１日

　　至　平成22年３月31日）

　（四半期貸借対照表関係）

　　 「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令

　  第50号）が適用となることに伴い、前第３四半期会計期間において、「原材料」として掲記されていたものは、当

    第３四半期会計期間は「原材料及び貯蔵品」として掲記しております。
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【簡便な会計処理】

　　　当第３四半期累計期間（自平成21年７月１日　至平成22年３月31日）　　　　　　

　　　該当事項はありません。
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【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　当第３四半期累計期間（自平成21年７月１日　至平成22年３月31日）　　　　　　　　　

　　　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第３四半期会計期間末
（平成22年３月31日）

前事業年度末
（平成21年６月30日）

　※　有形固定資産の減価償却累計額は、278,527千円であり

ます。

　※　有形固定資産の減価償却累計額は、282,020千円であり

ます。

 

（四半期損益計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成22年３月31日）

　※１販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は

　　次のとおりであります。            　

※１販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は

　　次のとおりであります。            　

給料手当 497,401千円

退職給付費用 43,472千円

賞与引当金繰入額 53,834千円

貸倒引当金繰入額 9,998千円

給料手当 510,934千円

退職給付費用 32,116千円

賞与引当金繰入額 52,945千円

貸倒引当金繰入額 8,362千円

　 ※２当第３四半期累計期間において、以下の資産グループ

　　について減損損失を計上しております。　

　場所 　用途 　種類 　減損損失

　東京都港区
　賃貸用不動産

　（旧事務所）　
　土地 　31,450千円

当社は管理会計上の区分を基に、支社及び部門をそれぞれ

１つの単位として、また賃貸用資産及び遊休資産について

は物件ごとにグルーピングしております。 

　営業企画部使用の東京事務所が用途変更により、賃貸用物

件となったため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失として特別損失に計上いたしました。

　なお、回収可能価額は、近隣の物件情報を参考にしており

ます

前第３四半期会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

　※　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は

　　次のとおりであります。

　※　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は

　　次のとおりであります。

給料手当 164,261千円

退職給付費用 7,941千円

賞与引当金繰入額 35,292千円

貸倒引当金繰入額 6,549千円

給料手当 169,005千円

退職給付費用 5,418千円

賞与引当金繰入額 34,323千円

貸倒引当金繰入額 9,160千円
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（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成22年３月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年3月31日現在） （平成22年3月31日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 1,035,450

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △288,626

現金及び現金同等物 746,824

 （千円）

現金及び預金勘定 1,062,979

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △341,779

現金及び現金同等物 721,200
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（株主資本等関係）

当第３四半期会計期間末（平成22年３月31日）及び当第３四半期累計期間（自　平成21年７月１日　至　平成22年

３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　5,575,320株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　 54,600株

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年９月25日

定時株主総会
普通株式 55,207 10平成21年６月30日平成21年９月28日利益剰余金　

 

（有価証券関係）

　当第３四半期会計期間末（平成22年３月31日）　

　該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

　当第３四半期会計期間末（平成22年３月31日）

　該当事項はありません。

 

（持分法損益等）

　前第３四半期累計期間（自　平成20年７月１日　至　平成21年３月31日）

　該当事項はありません。

 

　当第３四半期累計期間（自　平成21年７月１日　至　平成22年３月31日）

　該当事項はありません。

　

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期会計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）

該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

当第３四半期会計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）

　　　　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期会計期間末
（平成22年３月31日）

前事業年度末
（平成21年６月30日）

１株当たり純資産額 359.18円 １株当たり純資産額 354.04円

２．１株当たり四半期純利益金額

前第３四半期累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 20.26円 １株当たり四半期純利益金額 15.14円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成21年３月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（千円） 112,464 83,579

普通株主に帰属しない金額（千円） － －　

普通株式に係る四半期純利益（千円） 112,464 83,579

期中平均株式数（株） 5,550,386 5,520,720

 

前第３四半期会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 11.05円 １株当たり四半期純利益金額 12.63円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（千円） 61,012 69,713

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 61,012 69,713

期中平均株式数（株） 5,520,720 5,520,720

　

（重要な後発事象）

当第３四半期会計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）

該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

当第３四半期会計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）

　当第３四半期会計期間末におけるリース取引残高は前事業年度末に比較して著しい変動は認められないため、記

載しておりません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年５月11日

株式会社タウンニュース社

取締役会　御中

監査法人　トーマツ

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 三富　康史　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 石上　卓哉　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社タウン

ニュース社の平成20年７月１日から平成21年６月30日までの第29期事業年度の第３四半期会計期間（平成21年１月１日か

ら平成21年３月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成20年７月１日から平成21年３月31日まで）に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行っ

た。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表

明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社タウンニュース社の平成21年３月31日現在の財政状態、同日をもって終了

する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年４月30日

株式会社タウンニュース社

取締役会　御中

有限責任監査法人　トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 三富　康史　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 石上　卓哉　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社タウン

ニュース社の平成21年７月１日から平成22年６月30日までの第30期事業年度の第３四半期会計期間（平成22年１月１日か

ら平成22年３月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成21年７月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行っ

た。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表

明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社タウンニュース社の平成22年３月31日現在の財政状態、同日をもって終了

する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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